
沖縄県子どもの貧困対策に関する有識者会議設置要綱

〔平成28年12月28日付け子ども生活福祉部長決定〕

（趣旨）

第１条 「沖縄県子どもの貧困対策計画」（以下「計画」という。）に掲げられている

施策等の実施状況や効果等の分析・評価を行い、子どもの貧困対策についての

意見を聴取することにより、計画の効果的な推進を図るため、沖縄県子どもの貧

困対策に関する有識者会議（以下「有識者会議」という。）を開催する。

（組織）

第２条 会議は、子どもの貧困対策について見識を有する別に定める者をもって構

成し、構成員の人数は15人以内とする。

２ 会議には、構成員の互選により、座長を置く。

３ 座長は、会議の議事を整理する。

４ 座長は、必要に応じ、関係行政機関の職員その他の関係者の出席を求めること

ができる。

５ 座長に事故があるときは、座長があらかじめ指名する者が、その職務を代理す

る。

（任期）

第３条 構成員の任期は、３年とする。ただし、補欠の構成員の任期は、前任者の

残任期間とする。

２ 構成員は再任されることができる。

（会議の招集）

第４条 有識者会議は、必要に応じて座長が招集する。

（庶務）

第５条 有識者会議の庶務は、子ども生活福祉部子ども未来政策課において処理

する。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、有識者会議の運営に関する事項その他必

要な事項は、座長が有識者会議に諮って定める。

附 則

１ この要綱は、平成28年12月28日から施行する。

２ この要綱の施行後最初に選任する第２条第１項の構成員の任期は、第３

条第１項の規定にかかわらず、平成31年３月31日までとする。
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沖縄県子どもの貧困対策に関する有識者会議開催要領

平 成 2 9 年 ２ 月 1 4 日

沖縄県子どもの貧困対策に関する有識者会議座長決定

（会議の公開等）

第１条 会議は原則公開するものとする。ただし、座長は、公開することにより
公正かつ円滑な審議等が著しく阻害され会議の目的が達成できなくなると認め

られるときその他正当な理由があると認めるときは、会議を非公開とすること

ができる。

２ 座長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な

措置をとることができる。

（会議結果の公表等）

第２条 会議の内容又は結果等その概要は、次の事項を含め、議事概要に記載す

るものとする。

⑴ 会議の議題

⑵ 会議の日時及び場所

⑶ 出席した委員の氏名

⑷ 議事の要旨

２ 議事概要及び配付資料は原則公開とする。ただし、座長は、公開することに

より、公正かつ円滑な審議等に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるとき

その他正当な理由があると認めるときは、議事概要及び配付資料の全部又は一

部を非公開とすることができる。

３ 前項の規定により議事概要の全部又は一部を非公開とする場合には、座長は、

非公開とした部分について要約を作成し、これを公開するものとする。

（雑則）

第３条 この要領に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、座長が

有識者会議に諮って定める。

附 則

この要領は、平成29年２月14日から施行する。
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沖縄県子どもの貧困対策に関する有識者会議傍聴要領

平 成 2 9 年 ２ 月 1 4 日

子どもの貧困対策に関する有識者会議座長決定

１ 傍聴する場合の手続

(1) 会議の傍聴を希望する方は、会議の開催予定時刻までに、会議会場受付で氏名

及び住所又は所属機関名を記入し、事務局の指示に従って会議の会場に入室し

てください。

(2) 受付開始時刻は、会議開催予定時刻の30分前からです。

(3) 会議の受付は、先着順で行い定員になり次第終了いたします。

(4) 会議の傍聴定員は10名です。

２ 会議の秩序の維持

(1) 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、事務局の指示に従ってください。

(2) 傍聴希望者が３の規定に違反したときは、注意し、なおこれに従わないときは、退

場していただく場合があります。

(3) 傍聴希望者が３の規定に違反するおそれがあると認められる場合は、傍聴を許

可しないことがあります。

３ 会議を傍聴するに当たって守るべき事項

傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、次の事項を守ってください。

(1) 会議開催中は、静粛に傍聴し、みだりに席を立たないこと。

(2) 拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。

(3) 騒ぎ立てる等、議事を妨害しないこと。

(4) 会議において、飲食又は喫煙をしないこと。

(5) 会場において、写真撮影、録画、録音等を行う場合には、座長の許可を得ること。

(6) その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないこと。

附 則

この要領は、平成29年２月14日から施行する。
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沖縄県子どもの貧困対策に関する施策評価実施要綱

〔平成28年12月28日 子ども生活福祉部長決定〕

（目的）

第１条 この要綱は、本県の子どもの貧困対策の総合的な計画である「沖縄県子ど

もの貧困対策計画」（以下「計画」という。）の施策等の点検評価（以下「施策評価」

という。）に関する基本的な事項を定めることにより、本県の子どもの貧困対策の

着実な推進を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

（１） 各部等

知事公室、総務部、企画部、環境部、子ども生活福祉部、保健医療部、農林

水産部、商工労働部、文化観光スポーツ部、土木建築部、教育委員会及び警

察本部をいう。

（施策評価の対象）

第３条 施策評価の対象は、次のとおりとする。

（１） 計画に定める重点施策

（２） その他、各部等が実施する子どもの貧困対策に資する施策

（施策評価の種類及び内容）

第４条 施策評価の種類及び内容は、次のとおりとする。

（１） 毎年度の施策の進捗状況の点検等

毎年度、施策の進捗を点検するとともに、施策の効果を検証するもの

（２） 中間評価・最終評価

計画の３年目及び最終年度において、計画の成果や課題等を総括するも

の

（施策評価結果の公表）

第５条 施策評価の結果は、公表するものとする。

（施策評価結果の活用）

第６条 施策評価の結果は、施策の改善に反映させるよう努めるとともに、予算要

求等への活用を図るものとする。
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（実施要領）

第７条 施策評価の実施に関して必要な事項については、別に要領を定めるものと

する。

（制度の改善）

第８条 施策評価の方法については、必要に応じ改善を図るものとする。

（庶務）

第９条 施策評価の実施に係る庶務は、子ども生活福祉部子ども未来政策課にお

いて行う。

附 則

この要綱は、平成28年12月28日から施行する。
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沖縄県子どもの貧困対策に関する施策進捗状況点検実施要領

〔平成29年3月29日決定〕

１ 趣旨

この要領は、沖縄県子どもの貧困対策に関する施策評価実施要綱（以下「要綱」とい

う。）第４条第１号に定める「毎年度の施策の進捗状況の点検等」（以下「点検等」とい

う。）の実施に関し必要な事項を、要綱第７条に基づき定めるものとする。

２ 点検等の対象

要綱第３条第１号及び第２号に定める事項とする。

３ 点検等の実施時期

原則として、前年度末までの実績について、毎年度９月頃を目途に点検等を実施する

ものとする。

ただし、要綱第４条第２号に定める中間評価又は最終評価を行う年度においては、点

検等は行わない。

４ 点検等の主な視点

（１） 沖縄県子どもの貧困対策計画（以下「計画」という。）の指標は改善に向かって

いるか。

（２） 計画の重点施策を着実に実施しているか。

（３） 施策を推進する上で生じた課題や計画策定後の環境変化等に対し、対応を図

っているか。

５ 点検等の方法

（１） 子ども生活福祉部は、各部等に施策点検等の実施を依頼する。

（２） 各部等は、子どもの貧困対策に関する事業の実施状況をまとめ、子ども生活福

祉部に提出するものとする。

（３） 子ども生活福祉部は、点検等の適切な実施を図る観点から各部等に対し必要

な調整及び支援を行うものとする。

（４） 子ども生活福祉部は、前年度の施策の実施状況等を別紙の「沖縄県の子ども

の貧困の状況及び沖縄県の子どもの貧困対策の実施状況」（以下「実施状況」と

いう。）としてとりまとめ、沖縄県子どもの貧困対策推進会議（以下「推進会議」とい

う。）に提出するものとする。

（５） 推進会議において、施策の進捗状況を確認するものとする。

（６） 推進会議で確認を行った施策の進捗状況については、沖縄県子どもの貧困対

策に関する有識者会議（以下「有識者会議」という。）の意見聴取を行うものとす

る。

（７） 子ども生活福祉部は、有識者会議から意見があった事項について関係する各

部等の意見も踏まえ対応方針を整理した上で、実施状況を点検等の結果としてと

りまとめるものとする。
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６ 点検等の結果の公表

（１） 子ども生活福祉部は、点検等の結果をとりまとめた場合は、沖縄県庁ホームペ

ージなどにおいて速やかに公表するものとする。

附 則

この要領は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成30年４月１日から施行する。
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沖縄県子どもの貧困対策に関する中間評価及び最終評価実施要領

〔平成30年２月１日決定〕

１ 趣旨

この要領は、沖縄県子どもの貧困対策に関する施策評価実施要綱（以下「要綱」とい

う。）第４条第２号に定める「中間評価・最終評価」の実施に関し必要な事項を、要綱第７

条に基づき定めるものとする。

２ 中間評価・最終評価の対象

要綱第３条第１号及び第２号に定める事項とする。

３ 中間評価・最終評価の主な視点

（１） 沖縄県子どもの貧困対策計画（以下、「計画」という。）に定める目標値の達成状

況

（２） 計画に定める重点施策等（以下、「重点施策等」という。）の取り組み状況

（３） 重点施策等の実施に係る成果及び課題

（４） 重点施策等の成果や課題を踏まえた今後の展開方向

４ 中間評価・最終評価の方法

（１） 子ども生活福祉部は、要綱第２条第１号の各部等に対し、評価を行うための目

標値及び重点施策等の取組に係る検証実施を依頼する。

（２） 各部等は、「指標等検証票」（様式１）及び「重点施策等検証票」（様式２）を作成

し、子ども生活福祉部に提出する。

（３） 子ども生活福祉部は、評価の適切な実施を図る観点から各部等に対し必要な

調整及び支援を行う。

（４） 子ども生活福祉部は、検証結果に基づき評価結果をとりまとめ、沖縄県子ども

の貧困対策推進会議（以下「推進会議」という。）に提出する。

（５） 推進会議において、評価結果を確認するものとする。

（６） 推進会議で確認を行った評価結果については、沖縄県子どもの貧困対策に関

する有識者会議（以下「有識者会議」という。）の意見聴取を行うものとする。

（７） 子ども生活福祉部は、有識者会議の意見も踏まえ、最終的な評価結果をとりま

とめる。

（８） 子ども生活福祉部は、評価結果を、計画の見直しに活用する。

５ 評価結果の公表

（１） 子ども生活福祉部は、評価結果をとりまとめた場合は、沖縄県庁ホームページ

などにおいて速やかに公表するものとする。

附 則

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
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